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2013年度地方財政の充実・強化を求める意見書採択の取り組み
＜参考資料＞

自治労北海道本部総合政策局

１．　意見書（モデル案）
	

	地方財政の充実・強化を求める意見書（モデル案)
　急速な高齢社会が到来し、国の歳出に占める社会保障関係費の割合は５割を超え、社会保障の機能強化と持続可能性の確保が一層重要となっています。社会保障においては、子育て、医療、介護など、多くのサービスを提供する地方自治体の役割が高まっており、安心できる社会保障制度を確立するためにも、安定した財源の確保が重要です。また、全国の経済状況は依然として停滞しており、地域の雇用確保、社会保障の充実など、地域のセーフティネットとしての地方自治体が果たす役割はますます重要となっています。

　とくに、地域経済と雇用対策の活性化が求められるなかで、介護・福祉施策の充実、農林水産業の振興、クリーンエネルギーの開発など、雇用確保と結びつけ、これらの政策分野の充実・強化が求められています。2012年度政府予算では地方交付税について総額17.5兆円を確保しており、2013年度予算においても、2012年度と同規模の地方財政計画・地方交付税が求められます。

　このため、2013年度の地方財政予算全体の安定確保にむけて、政府に次の通り対策を求めます。

記

1.　被災自治体に対する復興費については、国の責任において確保し、自治体の財政が悪化しないよう各種施策を十分に講ずること。また、復旧・復興に要する地方負担分は、通常の予算とは別に計上すること。

2.　医療・介護、子育て支援分野の人材確保など、少子・高齢化に対応した一般行政経費の充実、農林水産業の再興、環境対策など、今後増大する財政需要を的確に取り入れ、2013年度地方財政計画を策定すること。

3.　地方財源の充実・強化をはかるため、地方交付税の総額確保と小規模自治体に配慮した再分配機能の強化、国税５税の法定率の改善、社会保障分野の単位費用の改善、国の直轄事業負担金の見直しなど、抜本的な対策を進めること。

　以上、地方自治法第99条の規定（あるいは地方交付税法第17条の４第１項の規定）に基づき、意見書を提出する。

　　　2012年６月　日

都道府県議会　又は　市町村議会

	


２．　意見書（モデル案）の解説
	1．被災自治体に対する復興費については、国の責任において確保し、自治体の財政が悪化しないよう各種施策を十分に講ずること。また、復旧・復興に要する地方負担分は、通常の予算とは別に計上すること。


2012年12月24日、政府は2012年度予算案を閣議決定し、震災復興費用を通常の歳入・歳出とは別枠で管理するため、東日本大震災復興特別会計を創設し、予算規模3兆7,754億円のうち復興経費として3兆2,500億円を計上しました。
政府は被災から5年間の集中復興期間中に投じる事業費を19兆円と見込んでいますが、すでに2011年度第1次～第3次補正予算で14兆円台半ばの経費を計上しており、2012年度予算における国の対象経費を2,9兆円、地方単独実施分を0,6兆円と合わせ、累計の復興事業費は約18兆円に達することから、計画達成までは残り1兆円で、復興に必要な事業費は十分に確保されているとの立場をとっています。
復興経費には、被災自治体向けの財源として震災復興特別交付税繰入金、震災復興交付金、三陸沿岸道路の整備など公共事業の追加、除染や住民の早期帰還対策を盛り込んだ原子力災害復興関係経費などのほか、学校施設の耐震化や河川の津波対策などの全国防災対策費といった一般会計に計上してもおかしくない事業も組み入れられています。
また、今後の復興状況や除染費用など原発対応の進展によっては復興経費がどこまで膨らむのか見通せない状況にもあることから、2013年度予算においては新たな地方負担を伴うことなく十分な地方財源の確保を国に求めていく必要があります。
	2．医療・介護、子育て支援分野の人材確保など、少子・高齢化に対応した一般行政経費の充実、農林水産業の再興、環境対策など、今後増大する財政需要を的確に取り入れ、2013年度地方財政計画を策定すること。


地方財政計画は、自治体の標準的な行政水準を示し、これを超える行政経費は除外されていて、実際の行政水準を示す自治体決算額とは一致するものではありません。計画と決算額の乖離が著しく大きい場合、地方財政計画が必要と考えて計上する水準と自治体の行財政運営の実態にズレが生じていることになります。給与関係費について言えば、地方財政計画と自治体決算額を比較すると、地方財政計画が予定した削減率を決算額の方が上回っており、自治体が地財計画の予定以上に給与関係費を削減していることは明らかです。
　また、相次ぐ地方公務員の定数削減により、地方公共団体の職員数は1994年をピークとして2011年までの17年連続して減少しており、累計49万人が削減されています。一方では非正規職員を増加させており、正規から非正規への置き換えが進んでいます。

それでもなお、福祉、医療など一般行政経費の増加、景気対策等による地方債の償還費に追われ、自治体は硬直した財政運営を余儀なくされています。

　2012年度地方財政計画の規模は前年度比0,8％、6,700億円減の81兆8,700億円で2年ぶりの減少となりましたが、2012年度の地方交付税は17兆4,545億円で前年度比811億円増額となり、概ね地方財政の安定は確保されたといえます。
　ただし、これは人事院勧告や地方公務員数の定数削減などによる給与関係費の削減▲2,900億円や公債費の削減▲1,600億円が主な要因であり、特に人件費の削減を中心として地方財源不足の縮減を図っていることは、結果として地方財政計画規模の圧縮につながっていることについて着目する必要があります。
政府が毎年1月に公表する地方財政計画の財政規模は、毎年度の自治体予算編成の指針となっています。地方自治体にとって、安定的な行財政運営を行うためにも、地方財政計画について、適切な額の確保が不可欠です。

2013年度の地方財政計画がどのような規模になるか、現時点では明らかとなっていませんが、自治体の安定的な財政運営を保障するために、地方財政計画の安定を確保することは当然のことです。
	3．地方財源の充実・強化をはかるため、地方交付税の総額確保と小規模自治体に配慮した再分配機能の強化、国税５税の法定率の改善、社会保障分野の単位費用の改善、国の直轄事業負担金の見直しなど、抜本的な対策を進めること。


自治体が、必要な公共サービス水準を確保し、地域のニーズに沿った行財政運営を実現するためには、地方財政の財源不足対策と、国・地方を通じた税財政制度の抜本改革を進めていく必要があります。
地方の財源不足は、国が法令等により地方に事務事業の実施を広範囲に及び義務付けていること、地方分権改革で義務付けが緩和されるなどして地方に委ねられても地方はこれら事務事業を実施しないわけにはいかないこと、これらの経費に対して地方の自主的な一般財源（地方税など）が大きく不足することなどによって恒常的に発生しています。

この財源不足を地方交付税の増額、国から地方への税源移譲による地方税などを中心に補てんするのが地方交付税制度の趣旨です。しかし実際には、地方交付税の原資である国税5法（所得税、法人税、消費税、たばこ税、酒税）の減収を理由に、臨時財政対策債、財源対策債など地方債という借金を中心に補てん対策が行われており、2012年度においても13.7兆円の財源不足に対して臨時財政対策債6兆1,333億円、財源対策債8,200億円など地方債が重点に充当され、地方交付税は6兆4,000億円に止まっていることから、地方交付税の基礎財源となる国税5法の法定率の改善が求められるほか、基準財政需要額の算定にあたり、小規模自治体へ配慮した算定方法の導入や、「地域経済基盤強化・雇用等対策費」などの別枠加算も継続する必要があります。また、職員費を中心とした福祉事務所費の減少などが見られることから、社会保障分野における単位費用の算定方法も改善しなければなりません。
国直轄事業地方負担金については、事務費の廃止による減額はあるものの、2012年度予算においても5,900億円が計上されています。負担金の積算・使途の不透明性から、地方六団体も廃止・縮小を求めています。2013年度予算においては、国・地方の役割分担を適切に行う観点から、国直轄事業の地方負担金制度を廃止し、国の全額負担を求めることが必要です。
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